
貸借対照表

正味財産増減計算書及び内訳書

財務諸表に対する注記

附属明細書

令　 和　４　年　 度

計 　算 　書 　類　等













１.重要な会計方針
(１) 固定資産の減価償却について

(２) 引当金の計上基準について

(３) 消費税等の会計処理

２.特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）

３.特定資産の財源等の内訳
　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

( )
( ) ( )
( )
( ) ( )

４.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

１.特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

２.引当金の明細
(単位：円）

合   計

財政調整積立資産
特定資産

退職給付引当資産
移転準備積立資産

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

科  目

31,239,323 1,302,000

当期増加額

302,000
1,000,000

15,440,454
12,798,858
3,000,011

前期末残高 当期減少額

財政調整積立資産 15,440,454 ( - )
退職給付引当資産 13,100,858 ( - )

科  目 当期末残高
(うち指定正味
財産からの充

当額）
特定資産

13,100,858
( - )移転準備積立資産 4,000,011 ( - )

合   計 32,541,323 ( - )

当期末残高

15,440,454
13,100,858
4,000,011

32,541,323

( - )15,440,454
13,100,858
4,000,011

(うち一般正味財産
からの充当額）

(うち負債に対
応する額)

13,100,858

2,030,360 468,838 1,561,522

当期末残高

32,541,323

  什器備品 599,960 468,838 131,122

13,100,858

科  目 取得価額
減価償却累計

額

財務諸表に対する注記

期首残高 当期増加額 期末残高

　固定資産の減価償却は、定額法によっている。

　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の要支給額に相当する
金額を計上している。

附　属　明　細　書

合   計
  敷金 1,430,400 - 1,430,400

退職給付引当金
目的使用 その他

当期減少額
科　　目

12,798,858 302,000



 

監 査 報 告 

 

 

１ 監査実施年月日  令和５年４月２８日 

 

２ 監 査 対 象  令和４年度会計に係る事業報告及び決算（財務諸表） 

 

３ 監 査 意 見  令和４年度会計監査の結果を下記のとおり報告する。 

 

 

記 

 

 

全国過疎地域連盟の令和４年度事業報告及び決算（財務諸表）について、

証拠書類及び帳簿等監査の結果、いずれも適正であることを認める。  

 

 

 令和５年４月２８日 

 

 

 

      一般社団法人全国過疎地域連盟            

                         

         監 事  丸 山 達 也 ㊞           

 

（島 根 県 知 事）      

 

 

         監 事  佐 藤  智 ㊞           

 

（宮 城 県 栗 原 市 長 ）      

 

 

監 事   車 谷 重 高 ㊞           

 

（奈 良 県 天 川 村 長）      


